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1〕
経営管理の目的は一般に「経営の合理化j にあると云われる。だが「合理

化」または合理化の程吏を表わす概念としての「合理性」という言葉は実は莫

然としており，その具体的内容も時代によって，また論者によって色えに解釈

され，主張されてきている。だから「合理化Jが問題とされる場合，まず何を

以って合理性判定の基準（Kriteriumdes Rationalitat）となすかが関われね

ばならない。

なぜならば，基準を何にとるかによって合理性の内容が異るからである。た

とえば人間労働を例にとるならば，時間を基準とした場合，一定の使用価値を

生産するに要する時間の短い方がより合理的となるし，生きたエネyレギ戸の支

出量を基準にとれば，その同じ使用価値を生産するに要するエネルギ戸支出の

少い方がより合理的となる。前者は時間合理性，後者はエネルギ F 合理性であ
2) 

り，両者は必ずしも一致しない。

これらの諸基準は企業経営の場においては一応費用合理性に支配され銃ーさ
3〕

れると考えられる。しかしこの基準も常に妥当するのではない。企業の経営過

程はまさに個別資本の運動過程である。だから費用合理性も窮極的には資本合
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理性に支配されるのである。

これらのことは資本主義的経営にとって云わば自明のことである。だが問題

は資本合理性が諾,z,,の合理性の基準を生み出しそれによって自己を補強しなく

てはならなかったという事情にあると考える。合理性の諸基準は麗ぇ互いに矛

盾し合い，また窮極的な基準たる資本合理性とも必ずしも常に一致してきたわ

けで、はない。かく合理性の基準が異るに応じてそれを志向する管理の基準も異

るのであるが，最近における「管理の科学」（Scienceof Industrial Manage-
4〕

ment, Administrative Science）の提唱はこれら異る諾基準を再び資本合理

性のもとに綜合，統一しようとする要求に出たものと解すべきであろう。

われわれはこれら複数の合理性基準の生成，展開の跡を辿ることによって逆

に経営管理の発展をとらえることが出来ると考える。

小稿では，まず「時間合理性」を最初に意識し「最短時間の原則UJを強く主

張したテイラ F を問題にする。第一節で、はテイラ｛．システムの歴史的背景に

簡単に触れ，第二節で時間合理化を，更に第三節で費用，資本合理性との関係

を取扱う。

1〕山本安次郎「経営管理論」昭 31.pp.23-6謀利重隆「経営労務管理」 1951.pp. 

197-207「経営管理総論Jpp. 360-370・…H

両教授とも合理化概念、の中に人間的側面一経営民主化をも含めておられる。
2）これはエルマンスキF のテイラ F 批判の立場で為る。 Ermanski,Wissenschaft-
lich Betriebsorganization und Taylor-System. 1925. 

3）馬場克三「個別資本と経営技術」昭 32.pp. 98-105. 

4）藻利重隆「経営学の基礎」昭32.第三，四章。占部都美「近代経営管理論」昭32.
p. 13 

ア4ラー・ジスアム以前

け生華宵瑚:7)諸J京国．賃率切下げと組犠均怠業

前世紀末匙米国の産業界は労働者側の意識的な生産の抑制（slowdown, 

systematic soldiering, restriction of out-put）に悩まされていたことはよ
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〈知ちれている。とれは例えば日粍制のもとでは，労働者が努力Lて生産量を

増しでも役の賃銀牧入は変らず，館主を益するのみであること，また出来高給

希rJがとられる場合でい生産量の増加は一応労働者の牧入増加をもたちすが，

彼等の獲得する日賃銀の額が一般的水準を犬きく控え始めると傭主側で聖伍の

切下げ（rate-cutting）を行うので，結局以前とあまり変ちない賃銀を受取る
1) 

ことになるという事情がF 早晩労働者に理解されるに至るからである。

云う芝もなく，賃銀はもともと労働力の価値・伍格に規定されているのであ

って，なされた労働に対して支払われるのではない。また労働大の価値・価格

は窮極的には労働力の再生産費に規定されるが，これは労働明者が聖位時百円に

支出しずこ労働の章一労｛患の強度とー蓑的な関係にあるわけではない。更に具体

的な出来高値数と労働J強度との医にも必ずしも明確な比例鹿係は生じない。こ

れらの言者要医は結買，当該社会の一般於，平常的な7}(if:に支配されざるを得な

いのである。出来高が増加して，やがてそれが一般的となればその新しい世来

高水準で、男働力の目価値を割ったものが新しい賃率となる。

このことは資本家，僚主の一方白り恋意的な賃率切下げとして現象するが，

第桓的には資本主義社会の経済法Jt~の自己貫徹と見なければならない。

だが現実には出来高の上昇が一般的となるより託に，例えば或る工場で仕t来

高を増した労働者は未だ一人だけというような場合でも，その傭主はやがてそ

れが他の労働者にも及ぶであろうことを見越して逸早く単価の切下げを行うで
2〕

あろう。したがって今や労働者は前よりも強められた緊張度を以って働きつづ

けなければ平均的な賃銀牧入すら得られなくなる。しかもこのことは最初に出

来高を増した一人の労働者のみで、なく，当然彼の仲間の芦働者にも波及するの

である。だから労働者達は意識的，組織的に，或いはイシフオ F マルなコード

(code）にしたがって，出来高を増さないように軒制していたので、ある。 （生

産帝lJ；浪のもう一つの大きな理由は，出来高を増せば，それだけ人員が要らなく
3) 

なって，仲間の労働者を失業に陥入れるという危慎で、あった。だがさしあたり

ここでは賃率の問題に限ってみて行きたい。）

そしてこれは新しい仕事の単価を決める際に最も強く意識される口テイヲ戸

によれば，普通，新しい仕事し単価を決めるには過去の記録の中から類似のも
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のを探すか，または最初日拾でその仕事をやらせてみて，工場長や職長が時間

の汗す限り傍について仕事ぶりを見守り，それを参考に作業の所要時間を決め

る。たとえば1佃仕上げるのに2時間を要L，労働日が平均10時間で，当該職

種の日賃銀が平均2.50f Jvだとすれば，単価は5（）セシトとなる。

だがこういう作業の所要時間を全体として哀然と観察するという方法では，

労働者は故意にゆっくり作業し，しかも監督者には出来るだけ速くやっている
4〕

ように思わせることを利荏と考える。労問者は芳し［最大のスピード」で作業

すれば1個当り 1時間で出来ると判っても，そうすると単価は25セントとな

り，毎日10個仕上げねばならなくなる。かくて当初から生産量が意識的に新制

されているので，将来それを上昇させ得る余地が残されていると同時に，院本

家側が故；置にfJtい賃率を課して出来高の増加を強制することも起り得た。

これらの諸事情は，投術的には可能な生産量の水準が，賃卒、切下げに対する

労働者の抵抗策として，；rJr制されていたことを牧語っている。

だから当i守の企業経営者の長大の関心はまず賃率の安定化による君、主の克服

へと向けられたので、あって，このため諸えの近代的能率給制が実問，実施され
5) 

たのである。これらの賃銀諾形態に特観的な点は， ＇.！J'働者に対する刺戟は単純

山来高給甚強くはないが，同時に生産高の増加につれて単位当り労務費が混減

してゆくので資本家にとっても単楕／H来高拾の場合程賃率切下げの誘惑を感ず

ることが少いということである。かくて賃率が安定するので生産高が上川労
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働者側の要求としての「高賃銀」と資本家伺の要求としての「抵賃銀費」が同

時に満足させられると考えられた。

経営管理の基準について

よ一一←－
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ローワシ割増制

ロ戸ワシ等の制定は近代的能率給の代表的なものであるが，すでハルシー，

生産量の増加につれて｛回数賃率はi!li滅する，いわば制変自体

の中に賃率切下げが組込まれているのである。これら制支のもう一つ今特慨は
6〕

粗放ながら時間要素を含んでいる点である。労働者の智力の程安，

に述べたごとく，

すなわち能

率は単に出来高（回数によってではなく，時間によって部られる。ここでは一定

労働者の能率はその標準時間

と実績時間との主として掴み得るものとなった。例えば10時間で5個が平均的

な標準とすれば1011寺聞で10（国を生産した労働者は20時間分の仕事をしたのであ

り， 10時間分の時間賃銀のほかに節約した20-10=10時間分の貫銀の%を割増

時間内の出来高は過去の経験によって定められ，

（弘ハJレシー制の場合。）

しかしテイラーによればハルシ戸制においても，労働者から最高の出来高を
7〕

獲得することは困難であるという u 何占主ならばハルシー制では作業速吏の決定

しとしてー与えるのであるQ

または労働日における生産量）が全く労航者慌にゆt!..

彼等はイニシヤテイヴを発揮して生産量を増すこ

（したがって一定時2問，

ねられているのであるから，
8〕

とが出来ると同時に，逆に抑制することも出来たのである Q

ここでは時間合理化の実質的な主体が資本家倒ではなく労働者側に在ったと

云えるゆ具体的に云えば，作業方法を改善するなり，作業速度を速めるなりし
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て，要するに一定時庶門に生産される製品畳の増カ「，または製品単位当りの必

要労働時慌の短縮を実現すべき責任が労働者刊に負わされ資本家，管理者は労働
9〕

遅程の外から労働者のイエシヤテイずを賃銀によって刺戟するだけであったよ

だがすで・にみたように賃銀京rJ戟は限界をもっている。生産量が上ったからとい

って賃銀牧入はいくらでも上昇出来るもので、はない。元ぇ生産量の増加と監督

費の節減を狙って出来高給制がとられてきたのだが，単純出来高・制では，労働

の生産力の上昇とともに当熱賃率切下げという結果を生み出L，かえって生産

抑制ー一一コスト高の原因に転化した。また賃率安定のため／・乙考案された近代的

能率拾い作業に関するイニシヤテイずを労働者に残しているので，生産量を

増加し，したがって原れlを低減する主体が実質的には労働者衡に在る。生産費
10") 

を下げるという覧本の要求は労働者の創意，釘意にかかっている：0 t3-が労骨者
11〕

の叡意刺戟がたとえ成功したと仮定していすで・に相当複雑化しすこ機棋工場で、

は労働者を主体とする時間合理化は，当時の古い管理組織（およそ組織らしい
12〕

ものは存在しないか，または rigidな軍隊式組織があった。）のもとでは限界

があった。これは労働道程の問題である。次にこの点に若干触れてみたい。

1〕Taylor.F. W., A Piece Rate System 1895.上野陽一訳編「科学的管理法」昭

32. pp. 7-10.〔以下テイラーの引用は本訳書の頁数で示す。〕

2〕Taylor,ibid. pp. 21-22, Principles of Scientific Management, pp. 324・325.

3〕Taylor,Principles, pp. 220-222, Testimony, pp. 317-319. これは， 19世紀の労

働組合の考え方であって， El(る一定の時或る一定の在会に於て労働者全部がなすべ

き労働量には限界がある，それ故，ラ？働者はそのなす労働を制限することが労働者

全体としての利益を守ることになるという主張である。「賃銀基金説」と相似た発

想で労働者側からする「労働ブアジド説」（WorkFund Theory〕とでも云うべき

ものである3 Dobb. Wages. 19J6.邦訳「賃銀論入門」 p.67. 

4〕Taylor,Piece. pp. 10 11. 

5）増地庸次郎「賃銀論」昭 23，小林喜楽「賃銀形態論」日B28.藻利重隆「工場管

理J昭27.同「経営管理総論」昭30.その他。

6〕NadwornyM. J., Sci巴ntificManagement and The Unicns. 1955 pp. 3-4. 

7〕Taylor.Shop Management. pp. 72-73. 

8〕ShopManagement附録「A.S.M・H討論の中から」ハルシ戸（F.A. Halsey) 

の質問上野訳書 p.196. 

9〕副田満輝［テイテ F ・システムの原理」経済学研究 Vol.21,No. 1. pp. 17-18. 
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10〕Taylor,Piece, p. 13. 

11) Shop Management. p. 196, Halseyの発言「工員の精進（initiative〕に任せて

おいただけで，相当の結果の得られれことも確である。……手工業においては工員
の努力によって出来高を増すことが出来る……」

12〕Taylor.Stop, p. 57, p. 112, Villers. R. The Dynamics of Industrial Manage-
ment. 1954. p. 38. 

（二） 「創意と奨励の管理」の限界

労働者にイニシヤテイヴを残L，これを労働過程の外かち賃銀イ γ セシティ

ずによって刺戟するといういわゆる「創意と奨励」による管理（Management

of Initiative and Incentive）のもとでは「各工員は一般計画と仕事の細部に

関して，全責任をもつばかりでなくその用具についてすら，責任をもつことが必

要である白工員はこの外にすべての肉体的労働をしなければならない。」ので

ある。だからここでは各労働者がそれぞれに，作業の計画，準依，および執行
2) 

を受持たされている。すなわち管理労働p 間接労働p 直接労働をすべて労働者

が行う。だから本作業に直長従事する時間が労働日が有限である以上，計画，

単備などに要する時間と背反的に増減する。しかも全般的な計画と統制，調整

が欠如しているので、， （労働者がイニシヤテイヴを持たされるというのはむし

ろ全般的な調整の欠如の結果である。）作業中に不必要な材料符ちゃ指図符ち

のごとき労働時間の空費が生ずる。この間無論作業は中断される。グy f' ,-,-Jレ

(Kendall）はかかる工場における平士会的な労働日一一ーこの労働日も亦いろい

ろ異っているーーの詳細な時底割（detailed schedule）を見るならば「有効

時間分（proportionof effective time）のいかにとかいかに驚かされるであろ
3) 

うム」と述べている。グシド戸Jレは1900年前後の経営管理の形態を

非体系的管理 Unsystematized Management. 

体系的管理 Systematized Management. 

科学的管理 Scientific Management. 

の三種に分けて考察しているが，非体系的管理のもとでもp まずこ体系的管理の

もとにおいても同様に，集中された全般的管理が全く無いかまたは不完全なの
4) 

で、労働者の能率は極めて低かったことを指摘している。
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ここでいうとシステムミとは「本質的には組織の成員に対して，いくつかの

重要な職務の遂行を指導L，なされた諸手順および原価の種えの要素を記事草す

る目的のもとに，一定の手続（procedur田）仕様書（sp配 ifications）または
5〕

単に印制書式（printedforms）を用いることからなっていた。」管理の問題を

全体として処理しようという企てはなく，むしろ各領域が個ぇ別えに考えられ

ていた。だからミシステムイhされた経営の情況は特に今日の標準からみると

むしろ香しくないものであった。

「管理者の要求する期限を職長達は守れなかった。これは何よりも作業の日程

計画が不正確で、不規則だったことによる。材料はいつも不足していた。工具は

適当でなくまた足らなかった。機械は不適当だったしかしかっ屡ぇ整備も悪か

ったq 工具も機械も標準化されていず，一つの作業から次の作業へ移るのに時

間がかかった。部品の不足は当り前のことでしかもひどかった。このことが本

作業時間（operatingtime）に対する準備時間の率を非常に高くした。かか

る非能率によって労働者の努力は最高限に緊張させられる結果となった。 Lか

も労働者数は常に変動し，彼等の犬部分は訓練も受けていず，かつ出勤も不規

則であった。……労働移動率は一つの職位を維持するために年間4.25人が傭わ
6〕

れる程にも及んだ。云ぇ・…・・J （これは1908年頃，うまく管理されていると信

じられた Eシステムイhされた会社， FranklinMfg. Co.の自動車工場の記

録である。）

テイラー自身も機械工場における彼の体験を次のように語っている。

「当時屡ぇ見聞したことであるが，工員が自分の機械をとめて職長を探しまわ

っていることが度えあった。恐らく次の機械にかける仕事を尋ねるのであろ

う。それから工場中をかけまわってその品物を探したれそれから特別の工具

やテシプレヅト（templet）を探したり，作って貰ったりする。それから品物

をゆるゆるともてあそんで・時を費やし，記録を作らぬようにするため仕事らし
7〕

い仕事をしなかった……」

この叙述の後半は意識的な怠業を指しているが，前半は労檀i過程全般に対す

る計画と統制一一管理の欠如を牧語っている。こうみてくると，意識的な怠業

が何等かの翠由で若しなくなった乙してら分業化された各工程，各職能聞の
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全体的な調整の欠如，または不完全きの故に，労働者は或る限度以上に生産量

を上げ得なかったと考えられるのである。

機械加工作業を例にとれば， 生産量は加工速度（回転速度）と機械時間

(machine time）の積に比例する。労働者がいかに加工速度を上げても，機

械時間が短いなら一日の生産量は必ずしも多くなるとは云えない。製品単位当

りの直接作業時間が短縮されてい直ちに製品単位当りの必要労働時間が短縮

されることを意味しない。計画，準借，運搬等に要する時間も必要労働時間で

あれ労働者各自のイニシヤテイヴによって必ずしも短縮出来ないからであ

る。まして待ち時間は作業労働者によってはどうすることも出来ない。

労働者側を主体とせる時間合理化はかくのごとく限界があった。まず第一に

生産量の増加は彼等の意識において利益とは感じられないということによっ

て，（賃率切下げ，失業を招く。更に労働者は単に賃銀牧入にのみ惹かれるの

ではない白役は支出した労働力または身体的消耗との対比において賃銀額を評

価する。）第二に彼等が若し好意的になったとしても上述せるごとく彼等の責

に帰し得ない諸原因，すなわち技術的，組織的な欠陥があったからである。前

者は意識的な抑制，後者は生産量増加への制約で、あるが，両者は絡み合って現

象する。 だから！日式の管理形態のもとで、は， 労働者が非生産的活動（non-

productive activities）に費す時間は確定出来ず，就中，そのうちどの程度が

正当な非生産活動（材料，部品符ち，指図を受ける等の）に費やされ，どの程
6) 

度が故意の怠業なのかを知る方法がなかったので、ある。まして労働者が最善の

方法で作業しているか，或いは彼が最も適した職を与えられているかについて
9〕

管理者側が分析的研究を行うことは殆ど皆無で、あった。

だからこそまた，時間袷ではなく出来高給の各種形態が考案されたのであ

る。しかし出来高給は，個数その他生産物の数量に応じて賃銀を支払うとは云

え，一日に何単位出来るか，またはー単位当りどれ位時間がかかるかという問

題が先に解決されていなくては有効に実施出来ない。テイヲ戸以前の賃銀形態

ではこの問題を過去の経験，当て推量（ruleof thumb）または意見によって

解決していたので、ある。

出来高，生産量と時間の関係は工学的生産技術を不変とすれば，労働者の熟
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練，努力の程度に左右されるのみならず，労働の組織化すなわち分業にもとづ

く協業の効果によって大きく影響される。これはすぐれて労働過程の問題であ

る。賃率決定の問題はここから始めねばならないというのがテイラ戸の思考で

ある。労働過程の徹底的な分析と研究によって労働者が一自になし得る，また

はなすべき最犬の仕事量を発・見し，これを標準として賃率を決定すれば，賃銀

水準，作業方法等に変動が起らない限り賃率の変動は防止され，安定した， L

かも最犬の生産量が達成されるので，賃銀費の低下，生産費の低下という資本

の要求を満し得る。そのためには何よりも生産増大の障害となっていた，労働

者がイエシヤテイヴを持っているという状態が打破されければならなかった。

その具体的な役割を果すのが時間研究である。

1〕Taylor,Principles. p. 2£6. 

2 ) Villers, ibid. p. 64. 

3) Kendall, H. P., Types ・of Management. 1911. Hunt. E.E., ed. Scientific 

Management since Taylor. 1924. p. 17. 

4) Kendall-Hunt. ibid. pp. 14-21. 

5 ) Villers, ibid. p. 43. 

6) Villers, ibid. p. 42, Babcock, Taylor幽 System in Franklin Management. 

1917. p. 3.より引用されたものo

7) Tayler, Shop Management. 92”93. 

8〕Villers,ibid. p. 40. 

9〕Kendall・Hunt.ibid. p. 20. 

二時間研究一一時間合理化一一

すでにみたように作業の段取りを決めたれ機械作業であれば加工速度を決

定したりする計画労働，加工対象，工具等を運搬したり機械を整備したりする

準備または間接労働が直接労働者に残されている場合，製品単位当りの直接作

業時聞が最小限に短縮されてもそれが直ちに単位当りの必要労働時間の短縮を

意珠するとは眼らない。この場合，計画，準倍f，間接（正規外）労働も必要労

働だからである。（計画労働はl寺聞としては短いものであってもこれが作業方

法や速吏，段取り等を決定する以上生産量に与える影響はむしろ大きいのであ

る。〉まして待ち時間による作業中断の多い場合には加工速度，作業速度の上
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昇が端的に生産量の増加に結びつくとは浪らないであろう。

テイラ｛は賃率設定の標準として労働日当りの最大生産量を要求するのであ

るから，定、業，不必要な待ち時間の排除は勿論，直接労働者が受持たされてい

た計画，準備，間接労働に要する！時間も最小限に短縮されp 或いは可能ならば

直長労働者から剥奪されねばならなかった。（計画と執行の会離である。）

具体的には時間及び動作研究（time and motion study）による課業設定が

その中心的役割を果すのである。テイラ戸の時間研究法は，作業を全体として

観察するのではなく，作業を構成している個々の単純な動作一要素動作に分析

し，そのうえで要素動作をストップ・ウオヅチで計涛する Q それから間違った

動作，遅い動作，および無駄な動作を排徐し，最も速く最も良い動作，および

それに適う最も良い用具をあつめて一系列jを作り上げる。この場合，研究対象

には当該作業に特に熟練した人を10数人えらび，特別手当を給するほうがよい
1) 

とされている。

ここで特徴的な点は要素動作，要素侍間に分析して，そのうち必要最小限の

ものを系列に綜合するということ，および， 「一流労働者」が最速時間，最大

スピ.....F'で作業している状態が対象にとられるということである。勿論この場

合彼等の用いる工貝・9 機械，材料補恰等が完全な状態におかれていることは云

うまでもない。だからここではすでに怠業が排。奈されていることは当然だが，

更に作業中断も最低浪に抑えられているのである。若し観測中の作業に特別な

遅延や中断等が生ずるならば，微視的な計測法が採られているのだから直ちに
2) 

検出されその原因も追求され得る。

かくの如くして要素動作の組合わせによってまずー循環作業（workcycle) 

に要する最短時間一基本時間が発見される。それは休憩，不可避の遅れ等を含

まない時間値である白この値（例えば 2.241分）と作業開始から終了までの総

時間を循環作業の回数で割った商（例えば2.845子）との差が，休憩その他避け

られない遅れ（unavoidabledelay）の時間値を表わす。だから不可避の損失

…吋ず問問時間同して
2. 84-2. 241 

に算出される。これはまた休憩，遅れなし 1時間当り 127グに対し，許容i寺間

を考慮して lf時謁当り 100ケという風にも表現出来る Q
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テイラ F はこの許容時間（allowance）の割合を定めることは仲ぇ困難だ
4〕

が，これも実験的に相当正確に研究出来ると云っている。そして，この割合は

永い聞の経験によれば，基本時間，すなわち要素時間の系列に対して20～27'3も
5) 

であると云う。だがここで注意しなければならないのは，許容時間の割合も，

実は最短時間の一系列であるということである。 （これは20～27%という数字

からではなく，彼の時間研究法から推察出来る。）即ち，理想的状態に対して

附加される許容ではなく，理想的状態にすでに含まれている絶対不可避の損失

なのである。

時間研究は人間労働に対してだけでなく機械のか工速度に対しても徹産的に

行われている。機減作業においては生産量は端的に機棟時間とかヱ速責（回転

速度）との積に比例する。就中力[I工速支の上昇がここでは問題とされている。

か工速畏は削るべき対象の性質，工具の性質その他12グの独立変数に支配され

るのであるが，これを勘と経験にまかせていたのでは殆んど最高速度は望み得

ないと云う。テイラ｛およびその協力者達は長期に亘る為犬な実験の結果「一

人前の機械工なら 30秒以内でJ適切なオクりとスピ戸下（feedand speed) 

を決めることの出来る計算尺を発明した。またこの実験の副産物として有名な

「工具用高速度鋼」が発明され，それまで20程も有った工具用鏑を2種に標準
7) 

化したQ 更にベルトの故障による作業の中断を最も少くする研究も行われてい
8〕
る。

これらの機械に対する研究は，すべて直接作業時間内における生産量の上昇

に向けられている。これと機械を運転し操作する手作業の時間・動作研究とが

組合わされて最短時間をt惜成する。かくして得られた時間値はまさに単位当り

の必要労働時間の可能な最低限を意味L，またその時間どおりに働けば労働日

当りの最高生産量を実現し得るものである。

さて，この時間研究を行う主体は云うまでもなく管理者側である。具体的に

は「計画部」のー職能となる。計画部は最初，賃率設定のために設けられた

「要素賃率決定部J〔elementaryrate-fixing dapartment）から発展したも

のである。

作業過程をあますところなく分析し，時間によって計量化し，更に無駄の排
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除，最も良い最も速い方法へと精錬し，労働日におけるなすべき仕事の量，所

要・時間，作業方法を指定した指図書によってP 標準作業を労働者に強制すると

いう一連のプロセスは，時間規制の主体が労働者側から管理者側に強制的に移

転せしめられたことを意沫する。

一般に労働者からのイニシヤテイヴの剥奪，計画と執行の介誰と云われてい

ることを時間合理化の視点からみると上の如く云えるであろう。

機棟方日工ぇ:J；，易ーはそれまで‘は，いわば機械を用いる手工業段階にあったので、あ

り，工場を実質的に動かしているのは労働者達で、あった。彼等は今や計画部

一一指図書によって管豆される客体となったJ 彼等は指函書に示された通りの

方法と時間で作業しなければならない。

そのためテイラーシステムでは用具・工具をはじめ実際の作業現場の情況が

最良のものに標準化されている。労イ力者に大なる一日の課業を与えるからに

は，彼等がそれを確実に完了出来るように，標準化された条件と用具とが与え
9) 

られなければならないのである。テイラ戸は設備および方法の標準化を彼の管

理法の必須条件として強調する。標準化とは同時に単純化を意床し，労イ力者が

作業方法に関して持っていたイニシヤテイヴを全く無効化し，管理職能＝計画

部の権威を支える物質的な条件でもある。労｛力者は作業環境が標準化されてい

る以上，指函書の方法指示から逸脱することが出来ない。

更に計画部は受註から仕品川完成に至るまでの一切を完全にコントロール

する白就中作業手順，工程計画，原材科，部品の購入，在庫管理，人員配置等

えから原価計算，原価分析に至るまで，今日，生産管理と呼ばれる領域の殆ん
10〕

どすべてを網羅している白前節に引用した旧式の管理形態のもとでは解決され

なかった，または解決し得なかった諸困難がここでは殆んど取除かれている。

何故ならばs 要素動作・要素時間にまで分割された作業は精錬・加速されて再

び涜ーされるが，そこではすでに労イ力者の個性・創意・熟練などの間人的制約

から解放された客観的な，予測し得る時間量となっている。ここにおいて初め

て工程間，職活問の蒋間的節合の計画・統制が可能となるからである。すなわ

ち，材刊・部品待ちのごとき損失時間＝労｛力日の空際，労イ力力の非生産的消費

が可能な浪り排．：会されることになる。現場の労｛力者い時潤研究の際と同じ条
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11) 
件を与えられなければなちないのである。

課業とは単に大なる一日の作業量を意味するのみならず，全体的な計画（労
12可

伯期間，生産期間に対する）の具体的な構成部分でもある。だから課業が「確

実に完了出来るように」作業条件を標準化し，諸点の時間的結合を保障するだ

けでなく，労イ力者を刺較，強制して確実に完了させなければならない。この役

-88-

と差別賃率害jを担うものは，かの職能的職長制（Functionalforemanship) 

( differential piece rate) 前者は管理職能自体に対して計画とである。信日

8種類の専門的な掛り

ここにも分業の原理を

更にそれらについて水平的に令割し，執行を分離し，

( clerk,boss, over-foreman）を置こうとするもので，

の能力拡大を狙ったものであ

る。就中執行的現時職長（gangboss, speed boss, inspector, repair boss 

の4人）は労f力者が指図書の指定どおりに作業を完了するように監督すると問
13) 

時に，労イ力者を技術的に教育する責任を持っている。

差別賃率制は形態としては単純出来高制をとる。だが今や賃銀刺戟は，労伯

者のイニシヤテイヴにおいて生産量を増加させるというのではなく，管理者側

で予定した生産量から下らないように強制するためのものとなる。すなわち，

差別賃率制（正確には，出来高によって賃率を差別する制度というべきであろ

う〉では，課業を達成した労的者には高い賃率で，達成出来ないものには罰俸的

な低い賃率で、賃銀が支払われるのである。標準達成の場合，労伯者の受取る日

導入することによって管理職能（計画と監督）

｛巴宇

！
伯
鼓
相
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虫
T
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賃銀はp 職種によって異るが，同一職種の平均水準より 30～100%高くなる。
14) 

失敗の場合は逆に辛うじて生計を保ち得る程度になる。

課業団支はいかなる賃銀形態にも適用出来るがp 就中この差別賃率制におい

て最も効力を発揮するという。何故ならば，大なる謀業を達成i出来ない労｛力者

は低い賃銀牧入に耐えかねてやめてしまし、残った者は「一流ヲバ力者」だけに

なるからである。すなわち労｛力者を自動的に選択する機能を来すとされている
15) 

のである。

この節ではテイラ｛．システムにおける時間合理化の過程を簡単に述べた

が，これはまたテイラー・システムの概略を述べることで、あったu 即ち，最短

時間の系列！としての課業の設定とその，惟i寺のための諸制度で、ある白時間・動作

研究による最短時間の発見は，主として直接作業時間内の生産量の増加を指向

し，計画部を中枢とする管理機構の整備は，直接作業時間の延長，または少く

とも直接作業時間が一定の長さから減少しないように維持することに向けられ

ている。このためには労仇日を外延的に延長する方法が阻止される限り，労｛力

者の労イ力日を埋めていた計画労｛力，準備労イ力，間接労イ力が可能な限り労｛力者か

ら引j奪されねばならない。計画労｛力は計画部の管理職能として，また準備，間

接労イ力は補助労｛力者にとって代られる（工具の研磨，ギルプレスの煉瓦積みに

おける補助労｛力者等）。

勿論，作業労｛力の分業はここに始ったので、はないが，従来は管理能力の不足

によって実質的な分楽の程支が低かったので、ある。テイラーは管理労イ力にも分

業を適用して管理能力の拡大を狙い，それによって労的過程の分業と協業をよ

り有効ならしめた。

一般に生産量の増大は，論理的にはまず損失時間の排漆，準備・間接労イ力の

うち直接労｛力者に残すことが望ましくないものの排漆，要するに直接労イ力時間

の外延的延長，次に直接作業時間内の手作業時間の短縮，機械時間の短縮，す
16〕

なわち循環作業の加速という系列を辿るとされているが，テイラ F 的方法で

は，実験的に理想的状態における時間を計測し，それを標準として現場をその

標準的情況に近づけてゆく。すなわち上記の二つの方向が同時に時間研究の過

程で達成されている。あとは現場の労｛力をこの最良の標準労｛力に近づけ，一方
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では能力の劣る労｛力を排奈してゆく。

かくして労伯者当り，機械当りの最大の生産量が確保される。テイラーによ

れば，管理の目的は最大の生産量をあげることによって労佑者には高賃銀を，
1'1〕

性本家には佳工費 (lowlabor cost）を保障することにあるという。ここでわ

れわれは当初の問題，すなわち賃率・賃銀費・生産費の問題に立返って考察し

なければならない J 製品単位当りの必要労的時間の短縮とは，結局生産費の切

下げに要求端を発しているからである。

1〕Taylor,Pr:nciples, p;i・2J!-5.Shop Mma6色me::it,p. 168. 

2〕Taylor,Shop Management, p. 159. 

3) Taylor, ibid. pp. 159 165.これは手車で、土運びをする作業の例で、ある。

4〕Taylor,ibid. p. 168, p. 79. 

5〕Taylor,Tastimo::iy. p. 414, p. 48！.最初に課業を与える場合， または非熟練者

に対しては225%の許客を与えることがあると云う。然L正常な場合は20～27%で

ある。

6〕計算尺は然し労働者に使わせるのではなくて，計画祁の専任者によって使われ，

指図書によって労働者に指示される。

7〕Taylor,Cutting Metals. 1906. i金属の酌り方」上野訳， テーラー全集第二巻
p. 161~5 

8」Taylor,Note on Belting, 1893.テ「ラ F 全集第三巻 pp.10-11 

9〕Taylor,Shop Manag担 1ent,p. 90. 

10〕Taylor,ibid, p. 126. 

11) Taylor, ibid, p. 91. 

12〕渓利重隆「工場管湿lp. 51，山本純一「科学的管理の体系と本質」 p.155 

13〕Taylor,Shop Management, p. 112-124. ~·員長制については，堤短之「テイラ戸

の識者E的組織の成立」経済論究第5号参版。
14〕Taylor,Piece, p. 21, Shop, p. 98. 

15〕Taylor,Piece, p. 3. 

16）田杉競，森、俊治共著「生産l皆理研究JRB 31. pp. 70-103 

17〕Taylor,Piece, p. 15, Shop, p. 59. 

三 時間とつスト一時間基準の成立

テイラーは「高賃銀・低賃銀費」を主！張するにも拘わらず，彼の推奨する差

別賃率制で；主生産量の増加に応じて，さきの近代：羽詰率拾剥jと異り，賃銀費が
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逓減しないことが問題にされている。この点についてテイラー自身は次のごと

く主張している。

「製造工業における間接経費（indirect cost）は直接工員に支払う賃銀と同じ

くらいF またはそれよりも多いのが普通である。しかもこの間接費は工場の生
1) 

産高が多くても少くても殆んど一定であるJ。だから生産量が増すならば一個

当りの原価は下ってくるが，就中間接費部分の減少が直接労務費部分がたとえ

増加してもそれを補うことになる。更に「税金， 保険料， 償却費， 家賃，利

子，俸給，事務所費，雑役夫給，販売費，さらに動力費（テイヲ戸の頁はまだ

蒸気機関で、あった〉」などでさえ固定的な費用であるにも拘らず， 多くの製造
2〕

家は「生産数量が，原価に及ぼす影響」を認識していないと指摘している臼

彼はまた他の［固処で「高価な機械を運転したり，工場が高価な土地に建って

いたり，大きなピ1レディングの中にあったりする場合には特に最高生産の必要
3〕

がある。」と云い，更に製紙機械であるとか， スチ｛ムハンマ戸であるとか，

あるいは圧延機などを運転している工場ーでは「生産費の主なる部分は，工員に

払う賃銀よりもむしろ機械の運転費である」から，このような場合，二つまた

は三つの異なる賃率を設け，成績が最高生産高に近づいていくに従って「だん

だん高い賃銀を支払うように」賃率を決めておくことが有利であると主張して

いる J これでみると，さきの能率恰の場合とは逆に，生産量が増せば賃銀費が

増加することになっている。だが，その増加の程変が（勿論，連続的に増加す

るのではなく，段階的なのだが〉固定的間接費部分の逓減によって補われ，結

局，総原価は切下げられるという思考である。即ち原価低減の目的が「低賃銀

費」によって達せられるのではなく，「高賃銀費・低間接費」によって達せら

れるごとくにみえる。

この点に関して，藻利教授は次のごとく主張しておられる。元来， 「出来高

給的思考」は「低賃銀費約思考」とは論理的に両立し得ないο これが両立し得

るのは特殊な出来高治たる成行管理における能率拾においてのみである。（前

掲図参照〉。テイラ戸の差別賃率制はそれ自体としては「高賃銀」と「高賃銀

費」との桔合である。「課業管理はもはや賃銀費の低下のごとき問題に閑踏す

る必要を見ないο それは『高賃銀』を端的に『低生産費』に結びつけるものと
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して理解さるべきであり， この意味において，課業管理の指導原理は，正に

『高賃銀.f民生産費（低原価）の原理』（highwage3 and low p::.-oduction 
4〕

cosム）にこそもとめられなければならない。Jこの汝に課莱管理が単に経営出

生産の人的ないし個別均合理jヒのみでなく，進んで‘その組怯的ないし構造的合
5〕

理化を積極的に志向しているゆえんをfしく理解しなければならないと。

ここでは宰ーに，課業管還の指導原理が賃銀費氏滅的思、考ーを詐さないところ

に求められており，第二にその放に局部的合開化から全体的合理化へと一歩進

んだものとされているのである υ 教授によれば，原価切下げ要求に対して「偲

賃銀費」を以って応ずるのが成行管理であり，「高賃銀費」を以って応えるの

が課業管理であるかの知くである。

われわれは成行管理と謀業管理との決定的な宮川を賃銀支払形謹によってで

はなく，時間合理化の実質的な主体が労資いづれの側に在るかという点に求め

る。何次ならばテイラ戸．システムにおいても賃銀費の低下は顕著であり，い

わば賃銀制費以前に賃率が下っているからである。テイラーの目的も元えそこ

にあったJ

6) 
語、じて労｛力の生産力が上れば労｛力の［市博＝賃率は低下する Q 単純出来高拾で

は出来高が或る程吏上昇すればその都受，眼に見える賃率切下け”が行われた。

近代的能率治は制度自体が賃率切下げを内包している。テイラ｛式差別賃率制

で、は，制度外で事前に賃率が却下げられている。労｛）J過程の分業の革新によっ

て労的日当りの生産量が飛躍的に上昇した時，すでに，いかなる賃銀形態を適

普通の出来高払

工員賃銀…・・ $2.50

機棋費・…・・ 3.37 

1日の費用計 5.87 

1日生産 5コ

1コ当り原価 $1.17

賃率戸 50

1日旋盤1台の生産費

差別賃率制

事3.50

3.37 

6.87 

10コ

$0.69 

戸 35

(9コ以下戸 25) 

山本教授の計算倒

$ 6.00 

3.37 

9.37 

10コ

$0.94 

戸 60
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用しようとも賃率は下っているのである。
7〕

屡,k.引用されている旋盤作業の倒をここで再び引いておこう。
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すなわち，ここでは日賃銀2.50わレから3.50ドルへの上昇が賃銀費50セント

から35セント（低率25セント）への低下と結びつく。当初において下った賃銀

費が一定の限度内で，課業達成点において上昇する。藻利教授が「差別貫率制

それ自体Jという限定を附されるのはこの意味に解すべきである。 Tごが制度以

前に賃率，したがって賃銀費 (laborcost）が低減していることを無視してよ

いのであろうか。

また山本純一教授は，賃率を下げず，しかも20%の割増しをつけて計算して

も（日賃銀6.00下Jv，賃率60セント）テイラーの「高賃銀・低生産費」の原則

は温存され得ることを証明された上で，しかもなおテイラ戸が35セントという
8) 

低賃銀費を以ってした理由を作業情況の整備と管理費の増加に求められるJ撚

し賃銀は窮極的には労f力力の価値＝再生産費に規定されているのであって，出
9) 

来高の増加にともなって比例的に上昇できるわけのものではないOテイラ戸．

システムへの移行において出来高の増加とともに個数賃率，すなわち賃銀費が

低下するのは当ι黙であって，これを別の仕方で弁護する必要はないのである。

差別賃率制それ自体の中には賃銀費逓滅的機能は含まれていないとしても

それを以って直ちにテイラ戸・システムから賃銀費低下の効果を除くべきでは

なかろう。管理の機構，制度を考察するとき，われわれはそれだけを拍離して

論ずるのみでなく，歴史的な情況の中でとらえなければならないと湾える。刺

戟賃銀のー形態として，差別賃率制それ自体を問題にすると同時に，それが成

行管理的標準より少くとも二倍以上に拡犬された標準作業量と組合わされたこ

とを忘れてはならない。そこでは勿論，松原価のうち間接経費部分の低下とと

もに賃銀費部分の低下が顕著である。

同様のことが課長管理についても云えるであろう。すでにみたように課業と

は最短要素時間の系列であった。それが生理的限界を起一えると否とに拘わら

ず，課業は労f力者の個人的な創意，熟練などから独立した，客観的な一定の時

間量として存在する。これが標準となるや否や，最短時間は一定の時間とし

て，換言すれば短縮すべきものから維持すべきものへと転化する。標準とはも
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7〕Taylor,Piece, p 31.山本純一「科学的管理の体系と木質Jp. 127 
8〕山本純一 ibid,p. 128. 

9〕古林喜楽「経営経済学」 p.125以下・馬場克.：.＝：，「｛国別資本木と経営技術Jp.188 
以下

10〕渓利重隆「工場管理Jp. 53. 

む す び

一一ー次の問題一一

小稿では，テイヲ戸・システムを時間合理化の体系とLてとちえ，時聞を基

準とする管理の成立を辿ってきた。その具体的な方法としてわれわれは，組織

による「生産の強変化」（有害な時間間隔の除会）の函を主としてとりあげ

た。五がとこでは労｛力強査の問題が残きれている。時間の節約は必らずしも労

仇の節約を意味しないからである。単位当り必要努イ力時間は短縮されても，労。J畳＝労f力者の精神的・肉体的エネルギーの支出は増かするととが有り得る。

テイラ｛・システムに対するとの側面からの抵抗，批判がエネルギ F 基準を生

み出したのだが，一方，時間合理化の方向は人間組織から機械体系へと発展す

る。フォードによる製品の標準化と流れ作業方式の導入がそれであり，更に発

展した形態としてトランスフブー・マシンを基幹とせるメカニカル・オートメ

ーシヨンをわれわれは考えることが由来る。

テイラ戸.τンステムにおいてすで、に労f)J者かち知能的・計画的労f力が幸IJ奪さ

れたのであったが， フオー r・システムにおいては直後作業はもとより，準

佑，運搬，検査のごとき問較作業も徹底的に細令書記lされ，しかもその聞が機械

的な伝送帯で有機的に連結される。このためには周知のg 書jーイh 規格イt，専

門化，特f珠イ七等の前提条件を必要とする。だから時間合理化の高支の発展とと

もに経営労イカの非熟練イr?11芸内容イEも進展する。この側面からのj立抗の発生は

すでにテイラ戸・システムから起るのであるが，その抵抗排除の技街が意識的

に確立するのは相当後のことに属する。

Tごがさしあたり，次の問題としてフォード・システムの時間合理化の具体的

方法を取り上げるべきであろう。〈了）




